
2026年３月期  決算短信〔日本基準〕（連結）
2026年５月13日

上場会社名 芝浦メカトロニクス株式会社 上場取引所  東
コード番号 6590 ＵＲＬ  https://www.shibaura.co.jp
代表者 （役職名）代表取締役社長 （氏名）今村　圭吾
問合せ先責任者 （役職名）執行役員　経営管理本部長 （氏名）今井　晋二 ＴＥＬ  045-897-2425
定時株主総会開催予定日 2026年６月17日 配当支払開始予定日 2026年６月３日
有価証券報告書提出予定日 2026年６月15日
決算補足説明資料作成の有無：有（当社ウェブサイトに決算説明資料を掲載予定です。）
決算説明会開催の有無      ：有（機関投資家・アナリスト・メディア向け）

（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 88,039 8.8 15,262 8.0 14,900 6.6 11,173 8.2

2025年３月期 80,915 19.8 14,135 20.9 13,977 20.4 10,328 17.5

（注）包括利益 2026年３月期 11,852百万円 （6.4％） 2025年３月期 11,143百万円 （19.4％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 170.28 － 21.7 15.2 17.3

2025年３月期 157.55 － 24.0 15.0 17.5

（参考）持分法投資損益 2026年３月期 －百万円 2025年３月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 100,876 55,592 55.1 846.95

2025年３月期 95,244 47,317 49.7 721.56

（参考）自己資本 2026年３月期 55,592百万円 2025年３月期 47,317百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 4,631 △8,136 △3,730 21,330

2025年３月期 6,988 △3,216 △2,666 28,464

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 0.00 － 278.00 278.00 3,655 35.3 8.5

2026年３月期 － 0.00 － 60.00 － 3,944 35.2 7.7

2027年３月期（予想） － 0.00 － 64.00 64.00 35.3

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 99,000 12.4 16,000 4.8 15,700 5.4 11,900 6.5 181.29

１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われ
たと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われ
たと仮定して、１株当たり純資産を算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。2026年３月期の１株当たり期末配当金について
は、当該株式分割の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」と記載しております。なお、当該株式分割を考慮しない場合の
2026年３月期の期末配当金は300円00銭、年間配当金合計は300円00銭、2027年３月期（予想）の期末配当金は320円00銭、年間配当金合計
は320円00銭となります。

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期 69,859,500株 2025年３月期 69,859,500株
②  期末自己株式数 2026年３月期 4,220,500株 2025年３月期 4,282,785株
③  期中平均株式数 2026年３月期 65,617,189株 2025年３月期 65,557,743株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 64,958 10.6 8,972 1.8 13,436 18.6 10,999 23.8

2025年３月期 58,708 15.0 8,809 4.7 11,325 13.4 8,883 11.1

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 167.64 －

2025年３月期 135.50 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 84,903 46,798 55.1 712.97

2025年３月期 79,490 39,376 49.5 600.46

（参考）自己資本 2026年３月期 46,798百万円 2025年３月期 39,376百万円

※  注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割

が行われたと仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を算定しております。

（参考）個別業績の概要
１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）個別財政状態

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して、１株当たり純資産を算定しております。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注
意事項等については、添付資料Ｐ．４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

①業績全般について

当連結会計年度における当社グループの事業環境は、半導体業界においてはＡＩ需要の高まりに牽引され、Ａ

Ｉに関連するロジック／ファウンドリ向け、メモリ向けなどの設備投資が堅調に推移しました。一方、パワーデ

バイス向けは市場が減速し、低調に推移しました。ＦＰＤ（Flat Panel Display）業界においては全般的に設備

投資が低調な状況が継続しました。

このような環境の中、当連結会計年度の業績は、売上高は、前年度に比べ、半導体分野が順調に推移し増加、

低調に推移したＦＰＤ分野及び新紙幣発行に伴う機器更新の需要が収束した流通機器分野が減少し、全体では

88,039百万円（前年度比8.8％増）となりました。

利益面では、半導体分野の売上増加により営業利益が15,262百万円（前年度比8.0％増）、経常利益が14,900

百万円（前年度比6.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益が11,173百万円（前年度比8.2％増）となりまし

た。

なお、受注高は、半導体前工程は前年度から順調に推移、半導体後工程は好調であった前年度を大幅に上回る

水準で推移しました。また、保守・サービス関係も順調に推移した結果、半導体分野全体で前年度に比べ増加し

ました。ＦＰＤ分野は低調ではあるものの、前年度に比べ微増となりました。また、新紙幣発行に伴う機器更新

の需要が収束した流通機器分野は前年度に比べ減少しました。この結果、当連結会計年度における受注高は

87,744百万円（前年度比25.8％増）となりました。

②セグメントの業績について

（ファインメカトロニクス部門）

売上高は、半導体前工程ではロジック／ファウンドリ向け装置が順調に推移した一方で、マスク向け装置、

パワーデバイス向け装置などが低調に推移したため装置売上高は前年度に比べ減少しましたが、保守・サービ

ス関係が順調に推移したことにより、全体では前年度に比べ増加しました。ＦＰＤ前工程は低調で、前年度に

比べ減少しました。この結果、部門全体では売上高が52,213百万円（前年度比3.7％増）となりました。

セグメント利益は、装置売上高減少及び開発関連等の成長投資により販売費及び一般管理費が増加したこと

などから、8,090百万円（前年度比9.0％減）となりました。

なお、受注高は、半導体前工程ではロジック／ファウンドリ向け装置が順調に推移したほか、保守・サービ

ス関係が寄与し前年度に比べ増加しました。ＦＰＤ前工程では、前年度に比べ増加しました。この結果、部門

全体では前年度に比べ受注高が増加し、52,788百万円（前年度比16.5％増）となりました。

（メカトロニクスシステム部門）

売上高は、半導体後工程では生成ＡＩ用ＧＰＵの需要増に伴い先端パッケージ向け装置が好調に推移し、前

年度に比べ大幅に増加しました。ＦＰＤ後工程及び真空応用装置は低調で、いずれも前年度に比べ減少しまし

た。この結果、部門全体では前年度に比べ増加し、31,397百万円（前年度比37.9％増）となりました。

セグメント利益は、半導体後工程の売上増加により大幅な増益となり、7,811百万円（前年度比68.0％増）

となりました。

なお、受注高は、半導体後工程では生成ＡＩ用ＧＰＵの旺盛な需要の継続を受け、先端パッケージ向け装置

が大幅に増加しました。ＦＰＤ後工程及び真空応用装置の半導体分野向けでは、市況の影響を受け低調に推移

しました。この結果、部門全体では前年度に比べ受注高が増加し、30,513百万円（前年度比72.7％増）となり

ました。

（流通機器システム部門）

新紙幣発行に伴う紙幣識別機器の更新が収束した結果、売上高は2,595百万円（前年度比56.5％減）、セグ

メント利益は64百万円（前年度比95.7％減）となりました。

（不動産賃貸部門）

不動産賃貸収入は計画どおり推移し、売上高は1,832百万円（前年度比1.3％増）、セグメント利益は359百

万円（前年度比8.6％減）となりました。
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2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率（％） 35.7 40.3 42.4 49.7 55.1

時価ベースの自己資本比率

（％）
55.4 87.0 92.4 97.2 257.4

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年）
1.2 1.9 1.5 1.3 1.9

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
92.1 58.0 82.3 78.1 39.1

（２）当期の財政状態の概況

資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ5,632百万円増加し100,876百万円となりました。これは

主に、現金及び預金が7,133百万円、建設仮勘定が1,745百万円減少した一方で、仕掛品が1,531百万円、未収入金

が2,241百万円、建物及び構築物が6,193百万円、機械装置及び運搬具が3,046百万円増加したことによるもので

す。

負債は、前連結会計年度末に比べ2,642百万円減少し45,284百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が1,809百万円増加した一方で、電子記録債務が828百万円、未払法人税等が512百万円、前受金が994百万円、

退職給付に係る負債が990百万円減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べ8,275百万円増加し55,592百万円となりました。これは主に、配当金の支払

により3,655百万円減少した一方で、親会社株主に帰属する当期純利益の計上により11,173百万円増加したことに

よるものです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ

7,133百万円減少し21,330百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は4,631百万円（前年度は6,988百万円の増加）となりました。これは主に、棚卸

資産の増加、未収入金の増加、法人税等の支払により資金が減少した一方で、税金等調整前当期純利益の計

上、減価償却費の計上により資金が増加したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は8,136百万円（前年度は3,216百万円の減少）となりました。これは主に、固定

資産の取得により資金が減少したことによるものです。

なお、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッ

シュフローは、3,504百万円の減少（前年度は3,771百万円の増加）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は3,730百万円（前年度は2,666百万円の減少）となりました。これは主に、配当

金の支払により資金が減少したことによるものです。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用し

ております。

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。

- 3 -

芝浦メカトロニクス㈱（6590）2026年3月期決算短信



（４）今後の見通し

当社グループの事業環境は、引き続きＡＩ向けの需要が市場を牽引すると想定され、ＡＩ用途を中心としたロ

ジック／ファウンドリ向けやメモリ向けの設備投資の継続、拡大が見込まれます。中長期的には今後もあらゆる

産業や製品における半導体の需要を受け、ロジック／ファウンドリ向け、メモリ向けのほか、パワーデバイス向

け、及びウェーハ向けとも設備投資が順調に推移すると期待されます。

2027年３月期の業績につきましては、持続的成長に向けた投資に関わる費用の増加を計画しておりますが、半

導体分野における受注は順調に推移すると見込まれることから、売上高99,000百万円、営業利益16,000百万円、

経常利益15,700百万円、親会社株主に帰属する当期純利益11,900百万円を予想しております。なお、半導体輸出

規制、世界情勢の不安定化、関税などの地政学的リスクとその影響につきましては引き続き注視してまいりま

す。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題として位置付けており、業績に裏付けられた配当

を維持していくことを基本方針としております。その実施につきましては、業績及び財務状況等を総合的に勘案

し、連結配当性向はおおむね35％を目途としております。

上記の基本方針及び配当性向を踏まえ、当期（2026年３月期）の期末配当は１株当たり60円（配当性向

35.2％）を予定しております。

また、次期（2027年３月期）の期末配当は１株当たり64円（配当性向35.3％）を予定しております。

＊（注意事項）

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、公表日現在において当社が入手可能な情報及び合

理的であると判断した一定の前提のもとに作成したものであり、実際の業績等は今後様々な要因によって予想数

値と異なる場合があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社、当社の子会社９社で構成され、グループが営んでいる主な事業は、半導体製造装置、ＦＰ

Ｄ製造装置、真空応用装置、レーザ応用装置、自動券売機等の製造及び販売であり、さらに保守サービス並びに工場

建物等の維持管理等の事業活動を展開しております。

［事業系統図］

 事業の系統図は次のとおりであります。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 28,478 21,345

受取手形 273 62

売掛金 7,872 7,816

契約資産 22,843 23,377

電子記録債権 711 455

商品及び製品 2,267 2,856

仕掛品 ※３ 8,205 ※３ 9,736

原材料及び貯蔵品 623 612

未収入金 2,796 5,038

その他 368 405

貸倒引当金 △285 △241

流動資産合計 74,154 71,466

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 31,315 38,313

減価償却累計額 △21,453 △22,257

建物及び構築物（純額） 9,861 16,055

機械装置及び運搬具 9,431 13,202

減価償却累計額 △7,245 △7,969

機械装置及び運搬具（純額） 2,186 5,233

工具、器具及び備品 1,859 2,083

減価償却累計額 △1,377 △1,562

工具、器具及び備品（純額） 482 520

土地 119 119

リース資産 206 187

減価償却累計額 △123 △133

リース資産（純額） 83 53

建設仮勘定 4,965 3,219

有形固定資産合計 17,699 25,202

無形固定資産

特許権 467 523

その他 259 295

無形固定資産合計 726 818

投資その他の資産

投資有価証券 0 609

長期前払費用 56 48

繰延税金資産 2,373 2,489

その他 234 242

貸倒引当金 △1 －

投資その他の資産合計 2,663 3,389

固定資産合計 21,089 29,410

資産合計 95,244 100,876

４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,028 12,838

電子記録債務 3,171 2,342

短期借入金 7,050 7,700

１年内返済予定の長期借入金 700 900

リース債務 20 17

未払法人税等 2,501 1,989

未払費用 5,373 5,582

前受金 4,681 3,687

役員賞与引当金 175 192

受注損失引当金 ※３ 14 ※３ 14

製品保証引当金 135 275

その他 3,889 2,494

流動負債合計 38,742 38,034

固定負債

長期借入金 900 －

リース債務 66 38

退職給付に係る負債 4,692 3,702

役員退職慰労引当金 38 39

修繕引当金 339 322

資産除去債務 67 68

長期預り保証金 3,078 3,078

固定負債合計 9,184 7,249

負債合計 47,926 45,284

純資産の部

株主資本

資本金 6,761 6,761

資本剰余金 6,939 6,939

利益剰余金 34,285 41,803

自己株式 △2,285 △2,207

株主資本合計 45,700 53,296

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 875 941

退職給付に係る調整累計額 741 1,354

その他の包括利益累計額合計 1,616 2,296

純資産合計 47,317 55,592

負債純資産合計 95,244 100,876
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

売上高 80,915 88,039

売上原価 ※２,※３,※４ 49,451 ※２,※３ 53,263

売上総利益 31,463 34,775

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 17,327 ※１,※２ 19,513

営業利益 14,135 15,262

営業外収益

受取利息及び配当金 80 79

協力金収入 41 43

補助金収入 17 24

その他 74 25

営業外収益合計 214 172

営業外費用

支払利息 87 117

支払手数料 26 26

為替差損 30 62

固定資産廃棄損 147 232

デリバティブ評価損 1 －

その他 79 96

営業外費用合計 373 534

経常利益 13,977 14,900

税金等調整前当期純利益 13,977 14,900

法人税、住民税及び事業税 3,789 3,934

法人税等調整額 △141 △207

法人税等合計 3,648 3,726

当期純利益 10,328 11,173

親会社株主に帰属する当期純利益 10,328 11,173

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

当期純利益 10,328 11,173

その他の包括利益

為替換算調整勘定 203 66

退職給付に係る調整額 611 612

その他の包括利益合計 ※１ 814 ※１ 679

包括利益 11,143 11,852

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 11,143 11,852

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,761 6,939 26,586 △2,354 37,933

当期変動額

剰余金の配当 △2,629 △2,629

親会社株主に帰属する当期
純利益

10,328 10,328

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 70 70

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 7,699 68 7,767

当期末残高 6,761 6,939 34,285 △2,285 45,700

その他の包括利益累計額

純資産合計
為替換算調整勘定

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 671 130 802 38,735

当期変動額

剰余金の配当 △2,629

親会社株主に帰属する当期
純利益

10,328

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 70

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

203 611 814 814

当期変動額合計 203 611 814 8,582

当期末残高 875 741 1,616 47,317

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,761 6,939 34,285 △2,285 45,700

当期変動額

剰余金の配当 △3,655 △3,655

親会社株主に帰属する当期
純利益

11,173 11,173

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 80 80

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 7,518 77 7,595

当期末残高 6,761 6,939 41,803 △2,207 53,296

その他の包括利益累計額

純資産合計
為替換算調整勘定

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 875 741 1,616 47,317

当期変動額

剰余金の配当 △3,655

親会社株主に帰属する当期
純利益

11,173

自己株式の取得 △3

自己株式の処分 80

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

66 612 679 679

当期変動額合計 66 612 679 8,275

当期末残高 941 1,354 2,296 55,592

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 13,977 14,900

減価償却費 2,671 3,326

貸倒引当金の増減額（△は減少） △974 △45

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △406 △377

受取利息及び受取配当金 △80 △79

支払利息 87 117

為替差損益（△は益） 78 △20

前受金の増減額（△は減少） △4,016 △953

売上債権の増減額（△は増加） 4,656 26

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,855 △7,129

仕入債務の増減額（△は減少） △2,822 1,604

未収入金の増減額（△は増加） △31 △2,241

未払消費税等の増減額（△は減少） 172 △197

その他 516 △92

小計 9,972 8,837

利息及び配当金の受取額 80 79

利息の支払額 △89 △118

法人税等の支払額 △2,976 △4,166

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,988 4,631

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △0

有形固定資産の取得による支出 △2,915 △7,237

投資有価証券の取得による支出 － △609

その他 △300 △289

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,216 △8,136

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,400 650

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △34 △22

長期借入金の返済による支出 △3,400 △700

自己株式の取得による支出 △1 △3

配当金の支払額 △2,629 △3,655

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,666 △3,730

現金及び現金同等物に係る換算差額 158 101

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,264 △7,133

現金及び現金同等物の期首残高 27,199 28,464

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 28,464 ※１ 21,330

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　9社

連結子会社の名称

芝浦エレテック㈱、芝浦自販機㈱、芝浦プレシジョン㈱、芝浦エンジニアリング㈱、芝浦ハイテック㈱、

芝浦テクノロジー・インターナショナル・コーポレーション、台湾芝浦先進科技(股)、

韓国芝浦メカトロニクス㈱、芝浦機電(上海)有限公司

(2) 主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、芝浦テクノロジー・インターナショナル・コーポレーション、台湾芝浦先進科技(股)、

韓国芝浦メカトロニクス㈱、芝浦機電(上海)有限公司の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ　棚卸資産

製品、商品及び原材料

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

仕掛品

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。

ただし、第86期取得の研究開発棟等及び1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

また、在外連結子会社については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～60年

機械装置及び運搬具　　２～17年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ただし、自社利用分のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。

ハ　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

ハ　受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額を計上して

おります。

二　製品保証引当金

製品の保証期間中のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過去の支出実績に基づき将来の支

出見込額を計上しております。

ホ　役員退職慰労引当金

国内連結子会社は、役員の退職慰労金支給に充てるため、内規による必要額を計上しております。

ヘ　修繕引当金

第86期取得の研究開発棟について、将来実施する修繕に係る支出に備えるため、支出見積額を支出が行われ

る年度に至るまでの期間に配分計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

イ　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

ロ　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に計上しております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

顧客との契約について、当社及び連結子会社は下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しており

ます。

ステップ１：顧客との契約の特定

ステップ２：履行義務（個別に会計処理すべき財又はサービス）の識別

ステップ３：取引価格（契約対価合計）の算定

ステップ４：取引価格の各履行義務への配分

ステップ５：各履行義務の充足時点又は充足に応じた収益の認識

イ　契約及び履行義務に関する情報

当社及び連結子会社においては、主に半導体製造装置、ＦＰＤ製造装置、自動券売機等の製品の製造、販売

並びにそれらに付帯する事業を行っております。

半導体製造装置、ＦＰＤ製造装置の販売のうち、顧客との契約に基づいて製造した製品については、製品を

引き渡した後に契約に基づく製品の仕様を満たした状態で顧客の指定する場所に製品の据付を完了することが

当社グループ外の会社では困難であり、製品の引渡と据付の間の高い相互関連性があることから各履行義務を

一連と考え、製品の引渡と据付を単一の履行義務と識別しております。当該履行義務は、他の顧客又は別の用

途に振り向けることができない資産の創出であり、完了した履行義務に対する支払を受ける権利を有している

ため、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該

進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、契約ごとに、期末日までに発生した原価が、見積

り総原価に占める割合（インプット法）に基づいて行っております。このような製品に関する取引の対価は、

契約に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領しております。なお、収益認識に関する会計基準の適

用指針第95項の要件を満たすものについては、完全に履行義務を充足した時点に収益を認識しております。

上記以外の販売は、製品を顧客に引き渡した時点で、顧客が製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足さ

れることから、当該時点で収益を認識しております。このような製品の販売に関する取引の対価は、製品の引

き渡し後概ね１年以内に受領しております。なお、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項の要件を満た

すものについては、出荷時に収益を認識しております。

ロ　取引価格の算定及び履行義務への配分額の算定に関する情報

取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受領、又は、履行義務充足

後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履行義務の充足時点から１年以内に行われるため、

重要な金融要素は含んでおりません。

取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、１契約につき複数の履行義務は識別されていないた

め、取引価格の履行義務への配分は行っておりません。
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(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は在外子会社等の期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしているので、特例処理を採用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

ハ　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　グループ通算制度の適用

　グループ通算制度を適用しております。

（表示方法の変更に関する注記）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めていた「補助金収入」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外収益の「その他」に表示していた92百万円

は、「補助金収入」17百万円、「その他」74百万円として組み替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「未収入金の

増減額（△は増加）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に表示していた484百万円は、「未収入金の増減額（△は増加）」△31百万円、「その他」

516百万円として組み替えております。
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（追加情報の注記）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、社外取締役を除く取締役及び当社と委任契約を締結している執行役員（以下、「取締役等」といい

ます。）に対する業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

(1）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株式

を取得し、業績達成度等一定の基準に応じて当社が各取締役等に付与するポイントの数に相当する数の当社

株式が本信託を通じて各取締役等に対して交付されるという、業績連動型の株式報酬制度です。なお、取締

役等が当社株式の交付を受ける時期は、毎年所定の時期です。

(2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度210百万円、164千

株、当連結会計年度129百万円、101千株であります。

（注）当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、株式数を記載しております。

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

従業員（住宅資金借入債務） 1百万円 従業員（住宅資金借入債務） 1百万円

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

特定融資枠契約の総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 6,000 6,000

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

仕掛品 14百万円 14百万円

（連結貸借対照表に関する注記）

　１　保証債務

当社の従業員の住宅資金借入金に対する債務保証を行っております。

債務保証

　２　当社は、資金調達の安定化及び効率化を図るため、取引銀行６行と特定融資枠契約（シンジケーション方式に

よるコミットメントライン）を締結しております。当該契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

※３　仕掛品及び受注損失引当金の表示

損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

受注損失引当金に対応する棚卸資産の額
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　前連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年４月１日

　　至　2026年３月31日）

荷造費発送費 242百万円 180百万円

販売手数料 433 517

広告宣伝費 93 75

従業員給与及び手当 7,774 8,403

役員賞与引当金繰入額 175 192

貸倒引当金繰入額 △234 △45

退職給付費用 291 275

役員退職慰労引当金繰入額 3 4

減価償却費 1,956 2,538

賃借料 148 113

研究開発費 3,828 3,949

　前連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年４月１日

　　至　2026年３月31日）

3,835百万円 3,950百万円

　前連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年４月１日

　　至　2026年３月31日）

304百万円 283百万円

　前連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年４月１日

　　至　2026年３月31日）

14百万円 －百万円

（連結損益計算書に関する注記）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

※３　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

※４　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は、次のとおりであります。
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　前連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年４月１日

　　至　2026年３月31日）

為替換算調整勘定：

当期発生額 203百万円 66百万円

組替調整額 － －

法人税等及び税効果調整前 203 66

法人税等及び税効果額 － －

為替換算調整勘定 203 66

退職給付に係る調整額：

当期発生額 538 590

組替調整額 72 22

法人税等及び税効果調整前 611 612

法人税等及び税効果額 － －

退職給付に係る調整額 611 612

その他の包括利益合計 814 679

（連結包括利益計算書に関する注記）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額
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当連結会計年度期首
株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式

普通株式 13,971 － － 13,971

 合計 13,971 － － 13,971

自己株式

普通株式 867 0 10 856

 合計 867 0 10 856

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年５月21日

取締役会
普通株式 2,629 200.0 2024年３月31日 2024年６月５日

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年５月20日

取締役会
普通株式 3,655 利益剰余金 278.0 2025年３月31日 2025年６月４日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少10千株は、役員向け株式交付信託による自己株式の処分によるもので

あります。

３．普通株式の自己株式の株式数には、取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度として信託が保

有する当社株式が含まれております。（当連結会計年度32千株）

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

（注）１．2024年５月21日取締役会の決議による配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金８百万

円が含まれております。

２．当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり

配当額」については、当該株式分割前の金額を記載しております。

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）１．2025年５月20日取締役会の決議による配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金９百万

円が含まれております。

２．当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり

配当額」については、当該株式分割前の金額を記載しております。
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当連結会計年度期首
株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式

普通株式 13,971 55,887 － 69,859

 合計 13,971 55,887 － 69,859

自己株式

普通株式 856 3,376 12 4,220

 合計 856 3,376 12 4,220

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年５月20日

取締役会
普通株式 3,655 278.0 2025年３月31日 2025年６月４日

（決議予定）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年５月20日

取締役会
普通株式 3,944 利益剰余金 60.0 2026年３月31日 2026年６月３日

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の増加55,887千株は、株式分割によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の増加3,376千株は、株式分割による増加3,376千株、単元未満株式の買取に

よる増加０千株（株式分割前０千株、株式分割後０千株）であります。

４．普通株式の自己株式の株式数の減少12千株は、役員向け株式交付信託による自己株式の処分によるもの

（株式分割前）であります。

５．普通株式の自己株式の株式数には、取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度として信託が保

有する当社株式が含まれております。（当連結会計年度101千株）

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

（注）１．2025年５月20日取締役会の決議による配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金９百万

円が含まれております。

２．当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり

配当額」については、当該株式分割前の金額を記載しております。

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2026年５月20日取締役会の決議による配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金６百万円が

含まれております。
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　前連結会計年度
（自  2024年４月１日

　　至  2025年３月31日）

　当連結会計年度
（自  2025年４月１日

　　至  2026年３月31日）

現金及び預金勘定 28,478百万円 21,345百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △14 △14

現金及び現金同等物 28,464 21,330

　前連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年４月１日

　　至　2026年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債

務の額
5百万円 3百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

２　重要な非資金取引の内容

　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額
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（単位：百万円）

報告セグメント

合計ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高

外部顧客への売上高 50,370 22,765 5,969 1,809 80,915

セグメント間の内部売上高又は振替

高
31 836 － 121 989

 計 50,402 23,601 5,969 1,931 81,904

セグメント利益 8,893 4,649 1,490 392 15,426

セグメント資産 45,989 17,101 3,672 6,698 73,462

その他の項目

減価償却費 1,375 840 79 375 2,671

受取利息 67 0 0 － 68

支払利息 7 － 1 － 9

有形固定資産及び無形固定資産の増

加額
5,294 876 107 230 6,508

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は、製品・サービス別の事業部制を採用し、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「ファインメカ

トロニクス」、「メカトロニクスシステム」、「流通機器システム」及び「不動産賃貸」の４つを報告セグメント

としております。

「ファインメカトロニクス」は、半導体製造装置（洗浄装置、エッチング装置、アッシング装置、半導体検査装

置)、ＦＰＤ製造装置（洗浄装置、剥離装置、エッチング装置、現像装置)、インクジェット錠剤印刷装置、レーザ

応用装置などを生産しております。「メカトロニクスシステム」は、半導体製造装置（フリップチップボンディン

グ装置、ダイボンディング装置)、ＦＰＤ製造装置（アウターリードボンディング装置)、真空応用装置（スパッタ

リング装置、真空貼り合せ装置、産業用真空蒸着装置)、精密部品製造装置などを生産しております。「流通機器

システム」は、自動券売機、自動販売機などを生産しております。「不動産賃貸」は、他社にオフィスビル及び土

地を賃貸しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、第三者間取引価格に基づいています。

 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

- 24 -

芝浦メカトロニクス㈱（6590）2026年3月期決算短信



（単位：百万円）

報告セグメント

合計ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高

外部顧客への売上高 52,213 31,397 2,595 1,832 88,039

セグメント間の内部売上高又は振替

高
32 872 － 120 1,026

 計 52,246 32,270 2,595 1,952 89,065

セグメント利益 8,090 7,811 64 359 16,325

セグメント資産 56,757 19,943 2,199 6,989 85,890

その他の項目

減価償却費 2,036 814 77 397 3,326

受取利息 47 1 1 － 50

支払利息 5 － 0 － 5

有形固定資産及び無形固定資産の増

加額
8,523 2,128 20 290 10,964

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 15,426 16,325

全社費用（注） △1,162 △1,136

その他 △287 △288

連結財務諸表の経常利益 13,977 14,900

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 73,462 85,890

配分していない全社資産（注） 21,781 14,986

連結財務諸表の資産合計 95,244 100,876

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 2,671 3,326 － － 2,671 3,326

受取利息 68 50 12 28 80 79

支払利息 9 5 77 111 87 117

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
6,508 10,964 － － 6,508 10,964

当連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の研究開発費のうち全社共通に係る要素開発費用でありま

す。

（注）全社資産は、報告セグメントに帰属しない当社での現金及び預金、投資有価証券及び繰延税金資産でありま

す。
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（単位：百万円）

日本 中国 台湾 アメリカ その他 合計

27,104 27,409 18,526 4,902 2,972 80,915

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

Taiwan Semiconductor Manufacturing 
Company,Ltd.

18,391
ファインメカトロニクス及び

メカトロニクスシステム

（単位：百万円）

日本 中国 台湾 アメリカ その他 合計

21,306 25,932 35,929 2,691 2,179 88,039

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

Taiwan Semiconductor Manufacturing 
Company,Ltd.

34,482
ファインメカトロニクス及び

メカトロニクスシステム

【関連情報】

前連結会計年度（自2024年４月１日  至2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

当連結会計年度（自2025年４月１日  至2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自2024年４月１日  至2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自2025年４月１日  至2026年３月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自2024年４月１日  至2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自2025年４月１日  至2026年３月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自2024年４月１日  至2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自2025年４月１日  至2026年３月31日）

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント

合計ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高

ＳＰＥ（半導体） 43,485 19,278 － － 62,764

ＦＰＤ（Flat Panel Display） 4,381 1,399 － － 5,780

その他 2,503 2,087 5,969 113 10,673

顧客との契約から生じる収益 50,370 22,765 5,969 113 79,219

その他の収益 － － － 1,696 1,696

外部顧客への売上高 50,370 22,765 5,969 1,809 80,915

（単位：百万円）

報告セグメント

合計ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高

ＳＰＥ（半導体） 46,323 29,502 － － 75,825

ＦＰＤ（Flat Panel Display） 3,355 462 － － 3,817

その他 2,535 1,433 2,595 109 6,673

顧客との契約から生じる収益 52,213 31,397 2,595 109 86,316

その他の収益 － － － 1,722 1,722

外部顧客への売上高 52,213 31,397 2,595 1,832 88,039

（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自 2024年４月１日　至 2025年３月31日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、自動販売機・自動券売機等を含んでおります。

また、「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産

賃貸収入です。

当連結会計年度（自 2025年４月１日　至 2026年３月31日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、自動販売機・自動券売機等を含んでおります。

また、「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産

賃貸収入です。
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 前連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

１株当たり純資産額（円） 721.56 846.95

１株当たり当期純利益金額（円） 157.55 170.28

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
10,328 11,173

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（百万円）
10,328 11,173

期中平均株式数（千株） 65,557 65,617

（１株当たり情報の注記）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2026年３月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定

しております。

３．取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度として信託が保有する当社株式を、１株当たり純資

産額の算定上、普通株式の期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（前連結会計年度

164千株、当連結会計年度101千株）。また、１株当たり当期純利益金額の算定上、普通株式の期中平均株

式数の計算において控除する自己株式に含めております（前連結会計年度184千株、当連結会計年度123千

株）。

４．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象の注記）

　該当事項はありません。
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